
医療政策課

資料５

かかりつけ医機能報告制度について



● 複数の慢性疾患や医療･介護の複合ニーズ等をかかえる高齢者の更なる増加と生産年齢人

口の急減が見込まれる中、地域で必要となる時間外診療体制や在宅医療、入退院支援など

のかかりつけ医機能の確保が不可欠であると考えられている。
● 本制度により、今後在宅医療等を担う意向の有無などを含めて、医療医機関におけるかかり
つけ医機能の取組状況が分かるようになる。
● その情報をもとに、地域のかかりつけ医機能の確保状況を可視化することができ、その上で、
不足するかかりつけ医機能の協議に活用し、地域で必要な対策を検討する。

▶ かかりつけ医機能の確保・強化、地域医療の質の向上を図る 1

かかりつけ医機能報告制度の概要

【背景（人口動態・医療需要・マンパワーの変化の概要）】
〈人口動態〉

○ 2025年以降、85歳以上人口を中心に高齢者が増加し、現役世代が減少

○ 地域ごとに65歳以上の人口が増減し、生産年齢人口が減少

〈医療需要〉
○ 全国の入院患者数は2040年頃にピークを迎えるとともに、死亡数は2040年まで増加傾向
にあり、年間約170万人が死亡すると見込まれている。
○ 外来患者数は2025年頃にピークを迎えることが見込まれ、65歳以上の割合が増加
○ 在宅患者数は2040年以降にピークを迎え、要介護認定率は85歳以上で高くなることから、
医療・介護の複合ニーズを持つ者が一層多くなることが見込まれる。

〈マンパワー〉
○ 2040年には医療・福祉職種の人材は現在より多く必要
○ 病院や診療所に従事する医師の平均年齢が上昇しており、60歳以上の医師の割合も増加
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かかりつけ医機能報告の流れ
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具体的な報告内容（１号機能、２号機能）について



具体的な報告内容（１号機能）について

① 継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療その他の日常的な診療を総合的か
つ継続的に行う機能（１号機能）

具体的な
機能

継続的な医療を要する者に対する発生頻度が高い疾患に係る診療を行うとともに、継続的な
医療を要する者に対する日常的な診療において、患者の生活背景を把握し、適切な診療及び
保健指導を行い、自己の専門性を超えて診療や指導を行えない場合には、地域の医師、医療
機関等と協力して解決策を提供する機能

背景及び
政策課
題

複数の慢性疾患や医療と介護の複合ニーズを有することが多い高齢者の更なる増加を背景と
して、発生頻度が高い疾患に係る診療や患者の生活背景を把握した上で適切な診療や保健指
導等を行うニーズが高まっていくことから、よくある疾患への一次診療や医療に関する患者からの相
談への対応など、患者の多様なニーズに対応できる体制を構築できるようにすること。

報告事
項

「実施している」「実施できる」ことが要件となる事項・・・（★）

○ 「具体的な機能」を有すること及び「報告事項（※下記の「その他の報告事項」は除く）」に
ついて院内掲示による公表をしていること（★）

○ かかりつけ医機能に関する研修の修了者の有無、総合診療専門医の有無
○ 17の診療領域ごとの一次診療の対応可能の有無、いずれかの診療領域について一次診療
を行うことができること（★）

○ 一次診療を行うことができる疾患
○ 医療に関する患者からの相談に応じることができること（継続的な医療を要する者への継続
的な相談対応を含む）（★）

その他の
報告事
項

○ 医師数、外来の看護師数、専門看護師・認定看護師・特定行為研修修了看護師数
○ かかりつけ医機能に関する研修の修了者数、総合診療専門医数
○ 全国医療情報プラットフォームに参加・活用する体制の有無
○ 全国医療情報プラットフォームの参加・活用状況、服薬の一元管理の実施状況

○ １号機能を有する医療機関であるかは、（★）が付記されている報告事項について、「実施している」あるい
は「実施できる」ことが要件となることに留意されたい。

※ 今後、かかりつけ医機能に関する研修の要件を設定し、該当する研修を示す予定。
※ 院内掲示様式（例）については、ガイドラインの別冊で示しているため適宜活用されたい。
※ 17の診療領域
皮膚・形成外科領域、神経・脳血管領域、精神科・神経科領域、眼領域、耳鼻咽喉領域、呼吸器領
域、消化器系領域、肝・胆道・膵臓領域、循環器系領域、腎・泌尿器系領域、産科領域、婦人科領
域、乳腺領域、内分泌・代謝・栄養領域、血液・免疫系領域、筋・骨格系及び外傷領域、小児領域
のこと。

かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（第１版）から一部抜粋
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一次診療に関する報告ができる疾患



具体的な報告内容（２号機能）について

○ １号機能を有する医療機関は、２号機能に係る報告を行う。
○ ２号機能を有するかどうかについては、２号機能に係る各報告事項のうち、いずれかについて「実施している」
あるいは「実績がある」ことが要件であることに留意されたい。

② 通常の診療時間外の診療（２号機能（イ））

具体的な
機能

通常の診療時間以外の時間に診療を行う機能

背景及び
政策課題

高齢化の進展等により多くの地域で医療・介護ニーズが高い85
歳以上の患者の割合が増加している。また、高齢者の救急搬送
件数が増加しており、これにより救急対応を行う医療機関の負担
が大きくなっている。こうした課題に対応できるよう、地域での医療
機関間の連携体制を構築し、患者が時間外に体調の悪化等が
あった場合にも、身近な地域の医療機関において適切な診療等を
受けられる体制を構築すること。

報告事項

○ 自院又は連携による通常の診療時間外の診療体制の確保
状況（在宅当番医制・休日夜間急患センター等に参加、自
院の連絡先を渡して随時対応、自院での一定の対応に加えて
他医療機関と連携して随時対応等）、連携して確保する場合
は連携医療機関の名称

○ 自院における時間外対応加算１～４の届出状況、時間外
加算、深夜加算、休日加算の算定状況

③ 入院時の支援（２号機能（ロ））

具体的な
機能

在宅患者の後方支援病床を確保し、地域の退院ルールや地域
連携クリティカルパスに参加し、入退院時に情報共有・共同指導
を行う機能

背景及び
政策課題

様々な疾患を複合的に有する高齢者が増加することが見込ま
れる中で、在宅療養中の高齢者等の病状の急変等により、病院
等への入院が必要となるケースや、その後の退院先との調整が必
要となるケースが増加することが想定される。そのため、地域の医
療機関等が連携し、入退院を円滑に行うための体制を構築する
こと。

報告事項

○ 自院又は連携による後方支援病床の確保状況、連携して確
保する場合は連携医療機関の名称

○ 自院における入院時の情報共有の診療報酬項目の算定状
況

○ 自院における地域の退院ルールや地域連携クリティカルパスへ
の参加状況

○ 自院における退院時の情報共有・共同指導の診療報酬項
目の算定状況

○ 特定機能病院・地域医療支援病院・紹介受診重点医療機
関から紹介状により紹介を受けた外来患者数

かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（第１版）から一部抜粋
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④ 在宅医療の提供（２号機能（ハ））

具体的な
機能

在宅医療を提供する機能

背景及び
政策課題

在宅患者数は、多くの地域で今後増加することが見込まれてい
る。こうした状況を踏まえて、定期的な訪問診療、在宅患者の急
変時における往診や連絡対応、看取り等に対応できる体制を構
築すること。

報告事項

○ 自院又は連携による在宅医療を提供する体制の確保状況
（自院で日中のみ、自院で24時間対応、自院での一定の対
応に加えて連携して24時間対応等）、連携して確保する場
合は連携医療機関の名称

○ 自院における訪問診療・往診・訪問看護の診療報酬項目の
算定状況

○ 自院における訪問看護指示料の算定状況
○ 自院における在宅看取りの診療報酬項目の算定状況

⑤ 介護サービス等と連携した医療提供（２号機能（ニ））

具体的な
機能

介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する機能

背景及び
政策課題

医療と介護の複合ニーズを持つ者が一層多くなることが見込まれ、
身近な地域において患者を支えるために医療と介護等の提供を切
れ目なく行うことがより一層重要となっている。そのため、医療機関
が地域における介護の状況等について把握するとともに、医療・介
護間等で適切に患者の情報共有を行いながら医療や介護サービ
ス等を切れ目なく提供できる体制を構築すること。

報告事項

○ 介護サービス等の事業者と連携して医療を提供する体制の確
保状況（主治医意見書の作成、地域ケア会議・サービス担当
者会議等への参加、介護支援専門員や相談支援専門員と相
談機会設定等）

○ 介護支援専門員や相談支援専門員への情報共有・指導の
診療報酬項目の算定状況

○ 介護保険施設等における医療の提供状況（協力医療機関
となっている病院の名称）

○ 地域の医療・介護情報共有システムの参加・活用状況
○ ACP（人生会議）の実施状況

※ その他の報告事項
・ 健診、予防接種、地域活動（学校医、産業医、警察業務等）、学生・研修医・リカレント教育等の教育活動 等
・ １号機能及び２号機能の報告で「当該機能有り」と現時点でならない場合は、今後担う意向の有無

具体的な報告内容（２号機能）について

留意事項
○ １号機能を有する医療機関は、２号機能に係る報告を行う。
○ 各報告事項については、原則として、毎年１月１日時点の体制や状況について報告を行うこととするが、実績に関する報告事項については直

近１年分（前年１月１日から12月31日）が報告対象となる。ただし、診療報酬に関する報告事項については、NDBデータからG-MISへの自動取
込を行うため、前年度４月から３月までの１年度分の実績（合計値）が報告対象となることに留意すること。（前年度４月から３月診療分の
電子レセプトによる診療報酬請求がある医療機関では、厚生労働省において必要な項目の集計を行い、集計結果があらかじめ反映（プレプリ
ント）される。医療機関において、集計内容について確認の上、必要に応じて修正を行うこと。）

○ 報告基準日である１月１日時点において休院している医療機関はかかりつけ医機能報告対象病院等から除外されるが、再開した時点からかか
りつけ医機能報告対象病院等となる。また、報告期間中に廃院した医療機関については、かかりつけ医機能報告対象病院等から除外して差し
支えない。さらに、報告期間中に新規開設された医療機関については次年度からかかりつけ医機能報告対象病院等として取り扱うこと。

※ なお、かかりつけ医機能報告の具体的な運用や各報告事項の詳細については、令和７年度中に「かかりつけ医機能報告マニュアル（仮称）」
を厚生労働省より発出予定であるため、そちらを参照されたい。

かかりつけ医機能の確保に関するガイドライン（第１版）から一部抜粋
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地域における協議の場での協議

【報告・協議の流れ（一部再掲） 】

○ 必要なかかりつけ医機能の有無・内容について報告【医療機関→県】

○ 報告内容の確認(かかりつけ医機能の確保に係る体制確認等)【県→医療機関】

○ 地域の関係者との協議の場※に報告 ※地域医療構想調整会議等の関係会議体の活用を想定

○ 地域でかかりつけ医機能を確保するために必要な具体的方策を検討し、協議結果を
取りまとめて公表【県→協議の場】

▶ 在宅医療や介護連携等の協議に当たっては、その実情をこまやかに把握する
市町の積極的な関与・役割が重要であり、県と市町が協働しつつ、かかりつけ
医機能を確保するための方策を検討する。

報告項目（２号機能） 会議体（想定例）

(1)通常の診療時間外の診療 救急医療対策協議会

(2)入退院時の支援 地域医療構想調整会議

(3)在宅医療の提供
在宅医療・介護連携会議 等

(4)介護サービス等との連携

９
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かかりつけ医機能に関する取組事例集（例：福井県 全県統一の入退院支援ルールを策定）

12

かかりつけ医機能に関する取組事例集（第１版）から一部抜粋



スケジュール

13

【報告・協議に向けた実施スケジュール(予定) 】

国

県

市町

R7 R8

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7月～

・ガイドライン発出（6/27）
・ガイドライン・事例集の周知 等

・ガイドラインの見直し 等

・「かかりつけ医機能報告マニュアル（仮称）」発出

各医療
機関

・報告内容の集計・分析
・報告内容及び確認結果の公表

●医療機関による
定期報告

◎各医療機関向け
制度説明会

マニュアルを踏まえ

・既存会議体の整理・活用検討（地域の協議の場）【県・市町】

※医療機能情報提供制度に基づく
報告と併せて実施予定

・かかりつけ医機能
を確保するために
必要な具体的方策
の検討、協議結果
の公表

第1回調整
会議(8月)

第2回調整
会議(1～3月)

●医療機関に報告依頼（11月）

・医療機関から定期報告受領
・体制の有無確認
・未提出医療機関への督促


